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(1)  目的 

失われた十年といわれた 1990 年代は、 日本にとっては 工業化社会から 情報化社会への 移行 期 であ った。 

日本経済は停滞したが、 電線ケーブル 製造業にとっても 業績は低下傾向にあ った。 技術開発の視点では、 特 

件数が減少するなど、 必ずしも成果は 大きくはなかった。 この現象について、 時代の転換への 組織が 

即時に適応できないで 従来のシステムを 継続してしまう「組織の 慣性」の視点で 要因を分析を 明らかにする。 

(2) 電線ケーブル 製造業の特徴と 経営環境 

①電線ケーブル 製造業の構造     

電線ケーブル 製造業は、 電線ケーブルだけでなく 半導体、 電子機器などの 周辺の事業領域に 多角化を果た 

した大手 メ 一ヵ 一と、 主として電線・ケーブル 専業の中堅・ 中小メーカに 大きく 2 分される。 前者には 住 

友 電工、 古河電工、 フジクラ、 日立電線、 三菱電線、 昭和電線電績 め 6 社が、 後者は住友 電装 、 沖電線、 

東日京三電線などが 挙げられる。 

② 1980 年代と 90 年代の経営環境と 技術開発の概況 : 

主力事業の電線ケーブルの 製造は、 大規模な設備とその 運用ノウハウが 事業成功の要因であ り、 新規参入 

の 難しい業界であ る。 社会のインフラとしての 電線ケーブルの 主な市場は電力会社と NTT 『・新電電などの 

通信事業者で、 少数の固定した 顧客との取引関係が 主なものであ る。 電力ケーブル・ 通信ケーブルはすでに 

日本中に敷設されていた。 市場の成熟を 背景に、 電線ケーブルの 製造以外新事業に 進出する多角化戦略が 採 

用され、 半導体材料、 エレクトロニクス・ 情報通信機器・システムなど 周辺領域に進出した。 技術開発は光 

ファイ バ の実用化開発と、 多角化を実現するための 技術獲得の手段として 行われた。 

1980 年代と 90 年代を分ける 大きな変化は、 工業化社会が 終わり、 情報化社会が 始まったということで 

あ る。 電線ケーブル 製造業界の主要な 市場であ った電力・通信事業者は 規制緩和が進んだ 上、 多角化の結果 

として進出した 半導体、 情報通信機器・システムは 米国のべンチャ 一企業も巻き 込んで激しい 競争の繰り広 

げられている 業界であ る。 技術開発については、 80 年代に引き続き 進められたが、 新規の事業領域への 進 

出よりはむしろすでに 進出している 領域の競争力強化に 重点が移っていった。 

(2)  分析 

電線ケーブル 製造業 21 社について売上高、 営業利益率、 テクノストックを 1979 年から 2001 午 までの 

推移について 分析した。 

分析対象は住友電気工業、 古河電気工業、 フジクラ ( 藤倉電線 ) 、 日立電線、 三菱電線工業 ( 大日日本電 

、 住友 電装 ( 東海電線 ) 、 新光電気工業、 沖電線工業、 東京特殊電線、 タツタ電線、 第一 

電工、 東日電線 ( 東日 京三電線 ) 、 ト ョク 二 電線 ( 豊国佐々木電線 ) 、 理研電線、 オーナンバ、 京三電線 ( 東 
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日 京三電線 ) 、 ヵ ナ ン 電気、 花島電線、 日本電線工業の 21 社であ る。 本 講演要旨では 一部のみ掲載する。 

(3) 分析結果 : 事業収益へのテクノストックの 貢献 
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( 図表 1) 住友電工、 古河電工、 フジクラ、 日立戦線、 三菱電線、 昭和電線電繍の 売上高営業 ネ ll あ 率 ( 夷則蔵 の推移 

売上高および 営業利益の実質 値は 、 名目値を非鉄金属の 卸売物価指数 (1995 年基準 ) で割り戻して 求め 

た 。 ( 図表 1) には売上高と 営業利益の実質 値 03 年間移動平均から 求めた売上高営業利益率を 示す。 
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( 図表、 2) 住友電工、 古河電工、 フジクラ、 日立戦線、 三菱電線、 昭和電線電位のテクノストック ( 実質 値 ) の推移 

テクノストックは、 研究開発費の 累積から技術の 陳腐化を差し 引いて求められる。 午ものテクノストック 
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T ㈲は実質研究開発費を R のとすると 叫 0 ト臥 l-D 八 p+g), T の 曲臥 t.D ⅡⅠ -p)T(t.l), 祈 dR 瓜 ， (p 
幸二 %T Ⅰ 0 ・ 2, n 二 3.5, Ⅰ 979 年のとき 拮 0 とした ) 。 実質の研究開発費は、 名目の研究開発費をⅠ 995 年を基準 

とする製造業の 研究開発デフレータで 割り戻して求めた。 

事業収益の指標として 売上高営業利益率を 当て、 技術資産としてテクノストックをあ てる。 売上高営業利 

益率は 1979 年から 2001 年にかけて減少する 傾向にあ る ( 図表 1L 。 これをテクノストックの 推移と比較す 

ると、 テクノストックは、 1990 年代に入ってテクノストックの 増加率は低下している 傾向が見られるが、 

1979 年から 2001 年にかけて増加する 傾向にあ る ( 図表 2L 。 テクノストックの 増加は、 売上高営業利益率 

に 大きな寄与をしていないことがわかる。 

(4) 特許出願件数の 推移 

テクノストックは 研究開発資産を 示すが、 研究開発のアウトプットの 指標として特許の 出願件数を比較す 

る 。 

図表 1 に、 住友電工、 古河電工、 フジクラ 3 社の年間の特許出願件数の 推移を示す。 1990 年代には、 住友 

電工 - と 古河電工では 出現件数は減少の 傾向にあ り、 また年間出願件数が 最高であ ったのは住友電工は 1987 

年度 (2360 件 ) 、 古河電工とフジクラは 1988 年度で、 ( それぞれ 1348 件、 1055 件 ) であ る。 
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( 図表 1) 住友電工、 古河電工、 フジクラの年間特許出願件数の 推移 

(5)  結論 

①売上高営業利益率に 与えるテクノストックの 効果は低下している。 これは、 90 年代のイノベーション 

の停滞が、 企業のテクノストックそのものの 低下によるものではなく、 テクノストックの 企業業績への 

貢献が低下していることによるものであ る。 

②企業のテクノストックそのものは 増加しているが、 90 年代に、 特許出願件数が 減少することは、 研究 
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開発の効率が 低下していることを 示唆している。 テクノストックが 営業利益に結びつかない 要因は、 テ 

クノストックが 研究開発のアウトプットに 結びつかなくなって 来ていることにあ る。 

③これらの傾向は、 調査対象企業の 多くで一致した 傾向であ り、 個別企業というよりは、 むしろ電線製造 

業の業界全体の 構造的な問題であ る。 

(6) 考察と課題 

テクノストックが 業績に寄与しなくなった 要因は、 80 年代の工業化社会において 光ファイバ一の 実用化 開 

発 等では成功した 研究開発が、 情報化社会には 適応できていないことを 示唆している。 とくに、 テクノスト 

、 ソク の増加にも関わらず、 研究開発のアウトプットや、 企業収益への 貢献度が低下していることは、 工業化 

社会に適応したシステムが、 組織の慣性によって、 情報化社会への 適応が 未 だ達成されていないことが 推測 

される。 住友電工や古河電工の 有価証券報告書の「研究開発の 概要」の記述にも、 80 年代から 90 年代にか 

けて大きな変更が 見られないことは、 研究開発のしくみが 情報化社会にはいっても 大きな変化がなかったこ 

とを示唆している。 

以上 
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